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学習到達度と社会的インパクトを同時測定する  

ＥＳＤキーコンピテンシーの測定手法の開発 

 

Development of a method for measuring ESD key competencies that that 

simultaneously measures learning achievement and social impact  
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立教大学ＥＳＤ研究所  

 

［要約］本研究は、学習到達度評価に偏りがちな日本の教育評価の現状を踏まえ、学び手

の意識・行動変容と社会的インパクトを同時に測定する ESD キーコンピテンシーの評価

手法を開発することを目的とした。日本の学習指導要領や「 ESD for  2030」では、認知的

学習に加え、社会情動的・行動的側面の重視が求められているが、教育現場では社会的貢

献や行動の評価は十分に行われていない。そこで本研究では、①資質能力主観評価、②資

質能力疑似客観評価、③社会活動評価の三層構造からなる質問紙尺度を設計した。主観評

価と疑似客観評価により学習到達度を把握するとともに、 90 項目からなる社会活動評価

によって社会参画の実態を網羅的に測定する点に特徴がある。複数校および全国調査への

適用を通じて、学校や個人の変容過程と社会的インパクトを定量的に捉える可能性を示

し、教育実践および持続可能な地域政策評価への応用可能性を明らかにした。  

［キーワード］ESD，キーコンピテンシー，評価，資質能力，社会的インパクト  

 

１．研究の背景と目的 

日本の学習指導要領では主体的・対話的・

深い学びを求めるとともに、持続可能な社会

の創り手の育成が理念として掲げ、その実現

のために、学校が社会や地域とのつながりを

意識し、教育課程を介して社会や世界との接

点を持つことを求めている。また、学校教育

法第３０条第２項で重視すべき三要素として

「知識・技能」「思考力・判断力・表現力

等」「主体的に学習に取り組む態度」を挙

げ、これらの到達度評価を行うことや指導と

評価の一体化を求めている 1)2)。  

一方、ユネスコが 2020 年から開始した枠組

み「ESD for 2030」では、評価について「認知

的な学習」「社会情動的な学習」「行動的な学

習」を掲げ、学習者が「何を知っているか」

以上に、「世界をどう変えるため、どう行動し

たか」というプロセスの評価を重視している。 

しかし、日本の教育現場の関心は学習到達

度評価に偏りがちであり、地域や国際社会へ

の貢献度の評価に関する関心は薄いといえ

る。少子高齢化と人口減少で地域が疲弊し、

地域活動拠点としての学校や次世代の役割が

ますます期待される中で、学び手の意識･行

動変容と社会的インパクトの両方を測る尺度

の開発が不可欠である。  

そこで本研究では、学習到達度と社会的イ

ンパクトを同時測定するＥＳＤキーコンピテ

ンシーの測定手法を開発することによって、

個人や学校組織の評価と地域の持続可能な発

展への貢献度評価を一体的に行うことを目的

とする。  

２．評価尺度をめぐる論点 

（１）学習到達度評価  

ＡＩやロボットの発展により、人間に求め

られるスキルが劇的に変化している中、社会
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情勢が変化しても通用するジェネリックスキ

ル（社会人基礎力）が重要視されている。経

産省の「社会人基礎力」は、職場や地域社会

で多様な人々と仕事をしていくために必要な

力を定義したものであるが、諸外国でも同様

の「汎用的スキル（Transferable Skills）」や「キ

ーコンピテンシー」の枠組みが構築されてい

る（ＯＥＣＤDeSeCo（デセコ）プロジェクト

3）、アメリカ Partnership for 21st Century 

Learning4）、イギリス CBI (英国産業連盟)5）

など。これらの本質は共通しているが、文化

的背景の違いから日本は「チームで働く力」

が重視されるとともに、「能力は身につけるが、

それを実際の社会変革に行使しない」点に課

題があるとされている。実際に日本の若者は

「自分には責任感がある」「スキルがある」と

いう自己評価は低くない一方で、「自分たちの

力で国や社会を変えられると思う」という項

目では、他国に比べて極めて低いという特徴

がある注 (1)。さらに、資質能力評価が自己目的

化しており、大人の意図に沿った「割り当て

られた参加」にとどまっていること、政治的

中立性への過度な配慮がその要因と指摘され

ている（小玉 6）、柴川 7））。  

（２）変容的学習の評価  

ESD for 2030 のフレームワークでは、持続

可能な社会の実現には、個人の行動変容を促

す「変容的学習

（Transformative Learning）」が

不可欠であると明記されてい

る。効果測定の指標としては

学び手の自己評価が主流であ

り、例えばＡＣＣＵは教員に

よる部会を設置し、ルーブリ

ック評価項目を小中高校ごと

に提案している 8)。しかし自

己評価は、自己効力感を反映

する側面が強く、ダニング＝

クルーガー効果により、能力

の低い者が自身の能力を過大

評価する傾向があり、変容の証拠として扱う

には適さないとの指摘がある（Kruger & 

Dunning9））。筆者の研究でもその傾向を確認

している 10)11)。一方で PROG テスト 12)のような

問題を解くテスト方式にすると時間と能力が

かかり、容易にできない。  

（３）社会的実践・持続可能性評価  

既に述べたように、既存研究の多くは学習

到達度や変容的学習の評価のための能力概念

の整理や自己評価尺度の構築に主眼が置かれ

ており、社会的実践や行動の評価は十分に扱

われてこなかった。社会的実践の評価の際に

は持続可能性指標とどのように接続するかの

検討が不可欠であるが、これまでそのような

論点が挙がっていないのが現状である。  

持続可能性指標のフレームワークは膨大な

知見があるが、教育との連関では社会関係資

本（ソーシャルキャピタル、人のつながりや

信頼感）の評価との接続が最も重要である。

ソーシャルキャピタルアメリカの社会学者パ

ットナムが提唱し、日本では内閣府はこれを

もとにソーシャルキャピタル指標を提唱し、

リソースジェネレータという調査手法も採用

されている。これらは行動実施の有無を 2 件

法（Dichotomous Scale）では回答させている

が、項目数が膨大になり記入に時間がかかる

難点がある。一方で活動種類を限定すると、

図１ ESD キーコンピテンシーの評価モデル 
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社会的インパクトを網羅的に測れないという

デュメリットがある。  

 

３．評価の方法  

（１）評価尺度の設計方針  

 以上の論点を踏まえ、本研究では図１に示

したような評価モデルに基づき、以下の方針

に沿って評価尺度を設計した。  

・観点別学習到達度と社会インパクトを同時

に測る  

・学び手の意識・行動変容により効果測定を

行うが、組織や事業評価にも活用できる  

・ESD のキーコンピテンシーの国際的枠組み

を意識する  

・質問紙調査を採用（Google フォーム等の利

用で労力軽減）  

・学校や校種間で比較可能な共通尺度とし、

個人や学校の強み・弱みを把握でき、カリキ

ュラム・プログラムの改善に役立つ  

（２）提案する評価尺度  

資質能力主観評価、資質能力疑似客観評

価、社会活動評価の 3 種類の質問で構成す

る。以下、尺度について順次述べる。  

①資質能力主観評価 

表１のように 15 項目で構成する。国立教

育研究所の提唱する 7 つの資質能力を意思ス

キーしつつ、PROG テストの項目に準拠した

尺度である。これについて学び手が「とても

そう思う」～「全くそう思わない」から 1 つ

選択するリッカート尺度五件法（5-point Likert 

scale）にて自己評価するものとする。  

②資質能力疑似客観評価 

5 項目 47 選択肢で構成する。PROG テスト

の簡易版のような形式で、仮定の質問に「で

きる」かどうかを答えていくことから、①よ

りは自尊感情に左右されにくい。しかし回答

形式上は自己申告であるため、ここでは“疑

似客観評価”と呼ぶことにした。項目は、思

考力、判断力、表現力、社会参画力、実践力

の 5 項目とし、「あてはまるものすべて」を選

択する（Check-all-that-apply）複数回答法（MA：

Multiple Answer）を採用した。  

③社会活動評価 

90 の社会活動の中から「あてはまるものす

べて」を選択する（Check-all-that-apply）複数回

答法（MA：Multiple Answer）を採用した。  

（３）調査の方法  

学校別調査と全国 Web アンケート調査を行

った。学校別調査は、Google フォームを用い

て、２月から４月にかけての適当な時期に実

施していただいた。対象は１年生と２年生で

あるが、全クラス実施するか一部クラスとす

るかは、学校に委任した。全国 Web アンケー

ト調査は Freeasy（注 2）に登録したモニターに

対して、各年２～３月に 25 歳以下の学生を対

象に行った。  

 

表１ 資質能力主観評価の尺度構成  

情報収集力
(8)作業や活動に必要な情報を、自ら集めることが

できた

情報分析力
(3)人・物・事・社会・自然などのつながりやひろ

がりを理解し、それらを多面的、総合的に分析す

ることができた(多面的・総合的に考える力)

批判的思考力
(1)適切な情報や公平な考えに基づいて、建設的に

思考・判断したり、別の案を考えたりすることが

できた(批判的に考える力)

表現力
(6)自分が調べて分かったことや自分の考えを他の

人に正しく伝えることができた

傾聴力
(4)話し合いにおいて、相手の気持ちや意見を積極

的に聴き出し、双方向のコミュニケーションを行

うことができた

協働力
(5)話し合いや活動に積極的に参加し、仲間と協力

して作業を進めることができた

社会参画力
(7)社会での経験を十分積むことができた（例　実

習、企業見学、プロジェクト等）

計画立案力
(2)必要な作業を予測し、計画を立てることができ

た

課題発見力
(9)取り組んだテーマの問題や課題を見つけること

ができた

構想力
(10)得られる効果や失敗の際の影響などを想定し

ながら、解決策を考えることができた

感情制御力
(12)気持ちの揺れをコントロールして、冷静に議

論したり判断することができた

統率力
(11)グループの意見を調整・整理した上で次の行

動を提案・実践できた

自信創出力
(13)自分に自信を持ち、前向きに新しいことを試

みることができた

行動持続力
(14)与えられた役割や作業を主体的に実行し、最

後までやりきることができた

実践力
(15)意見を言うだけでなく、提案したことを実際

に行動に移すことができた  
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表２ 検証用調査の対象と回収数  

種別 調査対象
2023

年度

2024

年度
岡山県立Y高校 50 204

宮城県立K高校 141 271

大学付属S高校 133 143

さいたま市立O中等学校 35 35

全国中学3年生 258 258

全国高校生 116 －

733 911

WEB

学校

合 計  

ここでは検証用として、2023 年度と 2024 年

度の調査結果を活用した。学校別・学年別回

収数は表 2 の通りである。学校はユネスコス

クール、スーパーサイエンスハイスクール、

国際バカロレアの認定校である。  

（４）集計方法  

本調査における評価指標は、「とてもそう思

う」の回答者の全回答者に対する比率を採用

した。「とてもそう思う」を５，「そう思う」

を４、・・・・「全くそう思わない」を１とし

て平均スコアを算出しこれを指標とする方法

もあるが、この方法では時系列や学校間の差

が出にくく、また異常値（全項目で同一選択

肢を選択するなど）を排除しにくいことから

上記の方法を用いた。  

 

４．結果 

（１）主観評価の事例  

図 2 に主観評価結果の学校間比較の結果を

示す。Web による全国高校生の回答比率と比

べるとどの学校も評価が高くなっている。  

0%

10%

20%

30%

40%

50%
批判的思考力

計画立案力

情報分析力

傾聴力

協働力

表現力

社会参画力

情報収集力課題発見力

構想力

統率力

感情制御力

自信創出力

行動持続力

実践力

岡山県立Y高校(2023) 宮城県立K高校(2023)

大学付属S高校(2023) さいたま市立O中等学校(2023)

全国高校生(2023)  

図 2 主観評価結果の学校間比較  

図 3 に S 高校における主観評価結果の年次

間比較を示した。多くの項目で 2023 年度に比

べて 2024 年度のほうが高いことがわかる。  

0%

10%

20%

30%

40%

50%

批判的思考

力

計画立案力

情報分析力

傾聴力

協働力

表現力

社会参画力

情報収集力課題発見力

構想力

統率力

感情制御力

自信創出力

行動持続力

実践力

大学付属S高

校(2023)

大学付属S高

校(2024)

 

図 3 主観評価結果の年次間比較  

（２）疑似客観評価の事例  

図 4 に S 高校における判断力（主観評価

の批判的思考力に相当）の疑似客観評価の年

次間比較を示した。2023 年度から 2024 年に

なると、調べ方が簡単なものからより質の高

い方法に移行していることがわかる。  

0% 50% 100%

別の友達に聞く

新聞やテレビ、インターネットで調べ

る

先生や家族に聞く

困っている人を助ける仕事をして

いる大人に聞く

生活に困っている人に直接聞く

外国の統計データを集め、日本と比

べる

ChatGPT（自由に使える人工知

能）に聞く

大学付属S高校(2023) 大学付属S高校(2024)

全国高校生(2023)
 

図 4 思考力の疑似客観評価結果の年次間比較  

 

（３）社会活動評価の事例  

図 5 に S 高校における社会活動の上位 20

（2024 年度）の年次間比較を示した。同窓

会への参加など貢献度の低い活動割合が減少

し、支援が必要な子どもに食事を提供すると  
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0% 10% 20%

支援が必要な子どもに食事を提

供したり話し相手になる（施設…

子どもに勉強を教えたり、遊ん

だり、見守りをする

食料・生活用品・医薬品などを寄

付する

農作業や森での作業・労働を行

う

外国人と互いの国の文化体験活

動などを一緒に行う

いじめや差別、LGBTへの偏見

をなくす活動を行う

地域の伝統的な祭りや行事へ参

加する

同窓会に参加したり母校を訪問

する

農産物の加工や農産加工品の販

売を手伝う

料理や工芸品などの作り方をを

教える、または教えてもらう

仕事や就職先（パート、アルバイト

を含む）を紹介する

教養・学習講座・研修などの講師

を務める

お年寄りや障がい者の見守りや

送迎を行う

鬱などの精神疾患がある人、引

きこもりや不登校の人を励ま…

英語など外国語の通訳や翻訳を

行う

差別やいじめを受けている人を

励ましたり相談に乗る

女性の生理用品を提供する

自分の家以外の花や木の栽培・

植樹や手入れを手伝う

自分が描いた絵、彫刻、アニメな

どを人目に触れる場に置く

動物愛護・保護活動や、野生の動

植物の観察に参加したり寄付…

大学付属S高校(2023) 大学付属S高校(2024)

全国高校2年生

 

図 5 社会活動評価結果の年次間比較（上位 20）  

いった貢献度の高い活動割合が増加している

ことがわかる。  

 

５．考察  

（１）既存尺度との関係  

表 3 に既存尺度との関係を示した。本研究

の尺度は、認知スキルに分類される思考スキ

ル、技術的活用スキルと、非認知スキルに分

類される人間関係形成スキル、自律的行動ス

キルを網羅しているだけでなく、OECD

（DeSeCo 等）、日本の国立教育研究所や経

済産業省で扱われていない社会的活動スキル

も網羅しており、社会変革への参画度を測定

できる尺度となっている。  

表 3 ESD キーコンピテンシー尺度の比較  

分類

領域区分
思考スキ

ル

技術的活

用スキル

人間関係

形成スキ

ル

自律的行

動スキル

社会的活

動スキル

OECD

（DeSeC

o 等）3)

批判的思

考・反省

性

言語・知

識・情報

活用

人間関係

構築・協

調

自律性・

責任

EU

（キー・
コンピテ
ンシー）

14)

学び方の

学習・批

判的思考

母語・外

国語・数

学・デジ

タル

社会的・

市民的能

力

自己管

理・キャ

リア形成

持続可能

性・社会

参加

英国
（Key

Skills /

National

Curriculu

m）5)

思考力

（批判的

思考・問

題解決・

創造的思

考）

リテラ

シー・数

理的能

力・ICT

活用能力

市民性・

チーム

ワーク

（協働

力）

自己管理

能力

地域社会

への参画

豪州・

NZ
15)16)

批判的・

創造的思

考力

リテラ

シー・数

理的能

力・ICT

活用能力

個人的・

社会的能

力（対人

関係・協

働）

倫理的理

解

主体的市

民性

米国 他
4)17)

高次思考

力

基礎的学

力

市民的関

与

個人的責

任

サービ

ス・ラー

ニング

（社会奉

仕型学

習）

国立教育

研究所18)

批判的思
考、多面
的思考

コミュニ
ケーション
力、協調
性、つな
がり尊重
力

計画立案
力、主体
的参加

経済産業
省：社会
人基礎力

19)

考え抜く
力

チームで
働く力

前に踏み
出す力

本
研
究

提案尺度
での対応

社会活動
評価（90
項目、複
数回答）

日
本

種
別

永田・曽我(2015)
12)、文部科学省(2016)資質・能力関係資料13)を参考に作成

米国では単一のキー・コンピテンシー枠組みは存在せず、21世紀型スキル、SEL、サー

ビス・ラーニング等の複数の枠組みとして整理されている。

主観評価（15項目、5件法）
疑似客観評価（5項目47選択肢、複数回

答）

認知スキル
＝リテラシー

非認知スキル
＝社会情動的スキル

諸

外

国

 

（２）教育現場および政策評価への活用  

本研究の資質能力尺度により、同一校・同

一個人の推移により学び手の行動変容を把握

することが可能になる。これは総合学習や学

校組織の評価に活用することが可能であり、

学習目標やカリキュラムの改善に役立てる

ことができる。一方、本研究の社会活動評価

により、学び手による社会貢献の程度を定量

化することができることから、次世代主体に

よる持続可能な発展政策の効果測定にも有用

であるといえる。したがって、本尺度により、

学習到達度と社会的インパクトを同時に測定

することが可能である。  
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（３）結論と今後の課題  

本研究は、学習到達度評価に偏りがちな日

本の教育評価の現状を踏まえ、社会的実践や

行動の評価も含めた ESD のキーコンピテンシ

ーの実用的な尺度として提案することができ

たといえる。しかし測定尺度の妥当性を統計

的に検証するには至っていないことが今後の

課題であるといえる。  

注 

(1)日本財団「18 歳意識調査」は、日本の若者が「能

力」を持っていても、それを「社会変革」に結びつ

けられていない現状を最も顕著に示している。例え

ば第 20 回において「自分で国や社会を変えられると

思う」という問いに対し、日本は 18.3%で調査対象 9

カ国中、最下位である。 

（2）Freeasy とは、アイブリッジ株式会社が開発·運

営しているセルフ型のアンケートツールである。

1,300 万人のモニターから、必要なサンプル数を性年

齢層別に割りあてることができる。 
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